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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　除湿ロータに処理空気の水分を吸収する処理ゾーンと、この水分を高温の再生空気に放
出する再生ゾーンと、再生ゾーンで温度上昇して水分を放出した領域を冷却用空気で冷却
するパージゾーンとを備え、前記除湿ロータが回転することによって各ゾーンが順次通過
するパージ型デシカント除湿機と、吸熱部と放熱部を有するヒートポンプと、前記吸熱部
を冷却源として前記処理空気を冷却する空気冷却器と、前記放熱部を加熱源として前記再
生空気を前記再生ゾーン入口側で加熱する空気加熱器を有する除湿空調システムにおいて
、
　前記処理空気を、外部から導入した導入外気と、空調対象とする室内から導いて再循環
させる室内還気の混合空気とし、
　前記空気冷却器を、前記室内還気の流路に設けると共に、前記導入外気を、前記室内還
気との混合部の上流側で冷却する冷凍機を設けたことを特徴とする除湿空調システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の除湿空調システムにおいて、
　前記冷凍機は、前記導入外気を前記室内還気との混合部の上流側で冷却すると共に、前
記ヒートポンプの吸熱部を冷却源とした前記空気冷却器によって冷却された室内還気を、
前記導入外気との合流前または合流後に再冷却することを特徴とする除湿空調システム。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の除湿空調システムにおいて、



(2) JP 4848211 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

　前記ヒートポンプの放熱部は、前記再生空気の加熱源として再生空気に放熱する空気加
熱器と、外部冷却媒体に熱を放出する外気放熱器と、から構成され、前記外気放熱器が前
記空気加熱器の冷媒流路の下流側に接続されていることを特徴とする除湿空調システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、デシカント空調機と、その再生空気の加熱・処理空気の冷却手段としてヒー
トポンプを備えた除湿空調システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明に関わる除湿空調システムとしては、例えば特許文献１に開示のものがある。特
許文献１では、除湿装置を、給気路および排気路，吸着材保持機構とヒートポンプから構
成し、ヒートポンプの低温熱源および高温熱源を、各々、給気路および排気路において吸
着剤保持機構よりも上流側に配置している。そして、このヒートポンプの低温熱源と高温
熱源とを有効に利用することによって省エネルギーを図っている。
【０００３】
　また本発明に係る他の従来技術としては、非特許文献１の公知技術が挙げられる。本公
知例では、ヒートポンプの導入により省エネルギーを図ると同時に、除湿ロータの再生空
気用として補助ヒータを設け、再生空気をヒートポンプの高温熱源で加熱した後にこの補
助ヒータでさらに加熱して除湿ロータの再生ゾーンに導く構成としている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－２０１６２４号公報（図１）
【非特許文献１】平成１７年度空気調和・衛生工学会大会講演論文集　pp．１２３３－１
２３６　図－１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１の従来技術では、同一の冷凍サイクルによって、屋外などの外部から給気路
に取り入れた供給給気の冷却と、室内から排気路に取り入れた排出空気（再生空気）を吸
着剤の再生に用いるための加熱を行っている。ところで、供給給気の冷却熱量は、外気温
度の時間変動や季節変動によって大きく変化する。このため、この変化に合わせてヒート
ポンプサイクルを稼動させると、排出空気の加熱量も変動して吸着剤の再生状態、さらに
はこの吸着剤によって行われる供給空気の除湿性能が変動するという課題があった。さら
に、前述のようにヒートポンプの運転状態が外気条件に対する冷却負荷によって大きく変
動し、ヒートポンプ設備が有効に稼動する条件が冷却負荷の大きい状態に限定され、運転
期間全体を通しての省エネルギー効果が小さいという課題があった。
【０００６】
　また、排出空気の加熱量の変動を補償するために、電気などを用いた補助ヒータを設け
て排出空気を再加熱する場合は、ヒートポンプの運転状態の変動によって補助ヒータの負
荷が増大して消費エネルギーが増加するという課題が生じる。
【０００７】
　これらの課題に対して上記非特許文献１では、再生空気をヒートポンプの高温熱源で加
熱した後に補助ヒータでさらに加熱することにより、再生ゾーンに供給される再生空気の
温度を安定させて、吸着剤の再生状態および供給空気の除湿性能を安定させている。
【０００８】
　また冷却負荷の変動に対しては、室内からの排出空気と、除湿ロータで除湿され、かつ
約６５℃に温度上昇した供給空気を熱交換させる顕熱ロータを設けて、この顕熱ロータで
室内空気と熱交換した供給空気をヒートポンプの低温熱源で冷却する構成とすることによ
り外気変動の影響を抑制して、外気条件の時間変動や季節変動に係らず、ヒートポンプ設
備を有効に稼動させている。ただし本従来技術では、顕熱ロータが必要となるため、除湿
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システムが大型化するという課題があった。
【０００９】
　本発明の目的は、ヒートポンプを用いたデシカント除湿空調システムにおいて、外気条
件の変動に係らず、安定した低湿度空気を供給し、同時にヒートポンプを安定稼動させて
省エネルギーを図ると共に、除湿システム装置の大型化を抑制することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために本発明に係る除湿空調システムは、処理空気を外部から導入
した外気と空調対象室内から導いて再循環させる室内還気の混合空気とし、ヒートポンプ
の吸熱部を冷却源とする空気冷却器を、再循環する室内還気の流路に設けたものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る除湿空調システムによれば、ヒートポンプの吸熱部で室内還気を冷却する
ので、年間を通じて冷却負荷が生じる事務所，工場の生産現場，クリーンルーム等の除湿
空調を行う場合、年間を通してほぼ安定した冷却負荷が得られ、その結果ヒートポンプ設
備を有効に稼動させ、その能力に応じた省エネルギー効果を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下本発明の実施例を図面を用いて説明する。
【実施例１】
【００１３】
　まず、実施例１を図１から図５用いて説明する。図１は本実施例に係る除湿空調システ
ムの全体系統図である。図２は本実施例で用いるヒートポンプサイクルを温度－エンタル
ピー線図上に表した図である。図３は本実施例のユニット構成を示した図である。また図
４は本実施例に係る除湿空調システムの夏期ピーク条件における消費エネルギーおよびそ
の内訳を、ヒートポンプを用いない場合と比較したグラフである。また図５は本実施例に
よる月別の平均消費エネルギーを、図３と同様にヒートポンプを用いない場合と比較した
グラフである。
【００１４】
　図１に示すように除湿空調システムは、デシカント除湿ロータ１０（以下除湿ロータと
称する），ヒートポンプ３０，電気ヒータ７０，冷凍機８０およびこれらに処理空気およ
びデシカント再生空気を通風させるダクトおよび図示しないファンなどから構成されてい
る。
【００１５】
　除湿ロータ１０は、処理空気の湿分を吸着して除湿を行う処理ゾーン１１と、高温の再
生空気で除湿ロータ１０から湿分を脱着する再生ゾーン１２と、再生ゾーン１２で温度上
昇した除湿ロータ１０を、処理空気の一部を分岐して冷却するパージゾーン１３とから構
成されている。この除湿ロータ１０を回転し、各ゾーンを動作させることによって、処理
空気の除湿を行う。なお除湿ロータ１０には、シリカゲルやゼオライト等の除湿部材が保
持される。
【００１６】
　ヒートポンプ３０は、冷媒ガスを超臨界状態まで圧縮して温度上昇させる圧縮機３１と
、圧縮機３１で超臨界圧力に圧縮されて高温となった冷媒を用いてロータ再生空気９５を
加熱する空気加熱器３２と、空気加熱器３２で温度低下した冷媒を外気９９でさらに冷却
する外気放熱器３３と、外気放熱器３３から出た冷媒を超臨界状態から二相域に減圧する
減圧弁３４と、二相になった冷媒の冷媒液の蒸発などによって、処理空気すなわち図示し
ない被空調室内からの室内還気９４を冷却する空気冷却器３５と、これらを結ぶ冷媒配管
３７等から構成されている。さらに、空気ダクトの各所には、電気ヒータ７０の制御を行
うための温度センサ７９と、冷凍機８０の発停を含む運転制御を行うための温度センサ
８９とが設けられている。



(4) JP 4848211 B2 2011.12.28

10

20

30

40

50

【００１７】
　次に本実施例に係る除湿空調システムの基本的な動作について説明する。除湿空調シス
テムでは、導入した外気９１を冷凍機８０に設けられた第１冷却コイル８１で冷却し、低
露点室内からの室内還気９４をヒートポンプ３０の空気冷却器３５および冷凍機８０の第
２冷却コイル８２で冷却し、これらを合流させる。この合流した空気は、前述のように一
部が分岐してパージ空気９２としてパージゾーン１３に導かれ、残りは処理ゾーン１１に
導かれて湿度を下げた後、給気９３として被空調室に導かれる。尚、冷凍機８０から第１
冷却コイル８１までの配管の途中に冷媒を制御するための開閉弁８３（電磁弁）が、同じ
く冷凍機８０から第２冷却コイルまでの配管の途中に開閉弁８４（電磁弁）が設けてある
。
【００１８】
　一方、パージ空気９２は、パージゾーン１３で除湿ロータ１０を冷却する。これにより
、パージ型デシカント除湿機の特徴としてよく知られているように、十分に冷却された領
域のみから給気を行い、結果として非常に湿度の低い給気を得ることができる。除湿ロー
タ１０を冷却して温度上昇したパージ空気９２は、再循環再生空気９６と合流して再生空
気となり、さらにヒートポンプ３０の空気加熱器３２，電気ヒータ７０で順次加熱された
後に再生ゾーン１２に導かれて再生すなわち除湿ロータ１０からの水分の脱着除去を行う
。
【００１９】
　再生ゾーン１２からの再生空気９５は、上記のように一部が分岐して再循環再生空気
９６としてパージ空気９２と合流し、残りは除湿ロータ１０から除去した水分と共に排気
９７として機外に排出される。
【００２０】
　次に、このときのヒートポンプ３０の動作について図２を用いて説明する。本実施例で
はヒートポンプ３０の作動媒体として二酸化炭素を用いており、図２における記号Ａ～Ｆ
は図２に示した温度－エンタルピー線図上における冷媒の状態を示しており、曲線Ｈは飽
和線を表している。
【００２１】
　圧縮機３１で超臨界圧力に圧縮された冷媒は、温度上昇して状態Ａとなり、空気加熱器
３２に導かれる。空気加熱器３２では、冷媒が温度降下しながら再生空気９５を加熱して
状態Ｂとなり、外気放熱器３３へ導かれる。外気放熱器３３において、導入される放熱用
外気９９は空気加熱器３２に流入する再生空気よりも温度が低いため、冷媒はさらに温度
降下して状態Ｃとなる。その後、冷媒は減圧弁３４に導かれて減圧し、冷媒液と冷媒蒸気
からなる二相状態である状態Ｄとなって、空気冷却器３５において、冷媒液の蒸発潜熱に
よって室内還気９４を冷却する。空気冷却器３５内では全ての冷媒液が蒸発して飽和線上
の状態Ｅとなり、さらに室内還気９４との熱交換によって過熱蒸気の状態Ｆとなった後に
、圧縮機３１に吸引されて再び圧縮される。
【００２２】
　なお、実際には各熱交換器内では圧力損失があるが、図２ではその影響を省略して状態
Ａ，Ｂ，Ｃを超臨界領域の等圧線上に示し、状態Ｄ，Ｅ，Ｆを二相域およびガス域の等圧
線上に示している。
【００２３】
　図３は本実施例における除湿空調システムのユニット構成と、ヒートポンプサイクルの
各構成要素の設置状況を示している。除湿空調システムは、大きく排熱ユニット１０１と
除湿機ユニット１０２から構成されている。排熱ユニット１０１には、圧縮機３１と、外
気放熱器３３と、外気放熱器３３に外気を通風させるファン３８と、減圧弁３４などが内
蔵されている。
【００２４】
　また除湿機ユニット１０２にはヒートポンプサイクルの構成要素のうち空気加熱器３２
と、空気冷却器３５とが設置されている。なお、図３には示さないが、図１に示した除湿
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ロータ１０，電気ヒータ７０，冷凍機８０の第１冷却コイル８１，第２冷却コイルおよび
これらに処理空気と再生空気を通風させるダクトとファン等が除湿機ユニット１０２に内
蔵されている。そして、ヒートポンプサイクルを形成する冷媒配管３７が排熱ユニット
１０１，除湿機ユニット１０２を接続している。
【００２５】
　次に、本実施例の除湿空調システムの運転制御について説明する。外気温度の変化に対
しては、冷凍機８０の容量制御により、除湿ロータ１０の処理ゾーン１１に供給される処
理空気の温度がほぼ一定に維持される。この処理空気は、外気９１を第１冷却コイル８１
で冷却した空気と、室内還気９４をヒートポンプ３０の空気冷却器３５と冷凍機８０の第
２冷却コイル８２とで冷却した空気と、を混合したものである。従って、被空調室内の冷
却負荷や室内還気９４の温度が変化した際にも、冷凍機８０の容量制御で対応することが
できる。
【００２６】
　さらに、外気温度が変動して外気放熱器３３の冷媒出口温度が変化し、その影響で空気
冷却器３５の冷却熱量や、室内還気９４の出口温度が変動した場合に対しても、冷凍機
８０の容量制御で対応することができる。また、このヒートポンプサイクルの変化に伴っ
て、空気加熱器３２における再生空気９５の加熱量が変化する。この変化に対しては、電
気ヒータ７０の容量制御によって、温度センサ７９によって計測された再生空気温度を一
定に保持することで対応する。
【００２７】
　従って、外気温度や室内負荷の変動がヒートポンプサイクルに与える影響は小さく、本
システムの運転中はヒートポンプはほぼ一定出力で運転される。なお、ヒートポンプの容
量は、計画時に設定した被空調室内の設定温度などから決まる室内還気９４の冷却負荷を
、空気冷却器３５の冷却能力が下回るように設定されている。
【００２８】
　次に、本実施例による省エネルギー効果について図４，図５を説明する。図４は夏期ピ
ーク期における除湿空調システムの消費電力の計算結果を、ヒートポンプ３０を用いない
場合（ヒートポンプの使用：無）すなわち、外気９１と室内還気９４の冷却を冷凍機８０
のみで行い、再生空気９５の加熱を電気ヒータ７０のみで行う場合と、ヒートポンプ３０
使用した場合を比較したものである。図４に示すように、ヒートポンプの導入により消費
電力が約１０％削減されている。
【００２９】
　また図５は、年間の各月について、ある地域の月間平均気温を用いて消費電力を計算し
た結果である。図４に示した夏期ピーク時の比較を図５中に併記した。図５に示すように
、消費電力は季節によらずほぼ一定の削減量が得られている。これは、ヒートポンプによ
る加熱，冷却の負荷が年間を通じてほぼ一定であるために、ヒートポンプを定格容量で常
時運転可能であることによる。
【００３０】
　以上示したように本実施例では、ヒートポンプ３０の空気冷却器３５を、年間を通して
冷却負荷がある室内還気９４の流路に設けたので、ヒートポンプの年間の運転状態が安定
し、図５に示したように年間を通して省エネルギー効果を得ることが可能となる。本実施
例では、図４に示した消費電力の削減量が年間を通して得られており、中間期と冬期には
合計の消費電力値が減少するために、削減率は１０％を超える。その結果、年間を通して
の消費電力削減率もまた１０％以上である。
【００３１】
　また本実施例によれば、ヒートポンプ３０の容量が、室内還気の冷却負荷を上回らない
値で設定されるので、外気の冷却負荷を負担する場合と比較して装置の規模が小さく、初
期コストの上昇を抑制することが可能となる。さらに、ヒートポンプ３０の運転状態が安
定したことにより、図５におけるヒートポンプの使用「有」の場合に示すように電気ヒー
タ７０の運転状態すなわち加熱量も年間を通して安定し、電気ヒータ７０の容量を削減し
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て小型化することが可能となる。
【００３２】
　さらには、これらの機器が年間を通して有効に稼動することから、初期コストの増加に
対する省エネルギー効果が大きくなる。
【００３３】
　また本実施例では、導入した外気９１を冷却する冷凍機８０を設け、除湿ロータ１０の
処理ゾーン１１に供給する処理空気の温度が一定となるように冷凍機８０の制御を行う構
成としたので、外気温度の変動に係らず、安定した低湿度空気を被空調質に供給し、かつ
ヒートポンプ３０の運転状態も安定させることが可能となる。
【００３４】
　さらに本実施例では、ヒートポンプ３０の空気冷却器３５によって冷却された室内還気
９４を、ヒートポンプ３０の冷却能力の一部を用いて再冷却する第２冷却コイル８２を設
けて再冷却するので、外気温度の変動に加えて室内負荷の変動に対しても、ヒートポンプ
３０の運転状態を変化させることなく対応することができる。
【００３５】
　さらに本実施例では、ヒートポンプ３０の放熱部として、再生空気９５を加熱する空気
加熱器３２に加えて外気放熱器３３を設置したので、図２に示すように空気冷却器３５す
なわち蒸発器入口の冷媒のエンタルピーが図２における状態Ｂの値から状態Ｃの値まで低
下する。その結果、空気冷却器における冷却能力が、外気放熱器３３を設置しない場合は
状態Ｂと状態Ｆのエンタルピー差から、状態Ｄと状態Ｆのエンタルピー差すなわち図２に
示したＱＥに増大している。従って、冷凍機８０の冷凍負荷が軽減され、冷凍機８０の小
型化と省エネルギーの効果が得られる。
【００３６】
　さらに本実施例では、除湿空調システム全体を、圧縮機３１，外気放熱器３３，ファン
３８などを含む排熱ユニット１０１と、除湿ロータ１０，空気加熱器３２，空気冷却器
３５などを含む除湿機ユニット１０２から構成したので、排熱ユニット１０１を屋外に、
除湿機ユニット１０２を屋外に設置することができる。
【００３７】
　除湿機ユニット１０２は処理空気を循環させる点から、機械室などの屋内に設置するこ
とにより防水施工などが不要になる利点がある。一方、排熱ユニット１０１は、外気放熱
器３３からの冷媒出口温度が低いほど、図２に示した空気冷却器の冷却能力ＱＥが増大し
てヒートポンプ３０の負荷が軽減されて省エネルギーとなる。したがって排熱ユニット
１０１を屋外に設置して機械室内よりも気温の低い外気に放熱することにより、この省エ
ネルギー効果が大きくなる。本実施例ではこれらの利点を同時に得ることが可能となって
いる。
【００３８】
　また、本実施例においては、ヒートポンプ３０の冷媒が空気加熱器３２において超臨界
圧力にて放熱を行っているので、空気加熱器３２において冷媒は連続的に温度低下しなが
ら再生空気９５に放熱するため、再生空気９５との対向流型の熱交換が可能となり、図４
および図５におけるヒートポンプの使用「有」「無」の比較に示されるように電気ヒータ
７０の消費電力が減少して除湿空調システム全体の省エネルギー効果が得られている。
【００３９】
　さらに本実施例においては、ヒートポンプ３０の冷媒として、臨界温度が３１.１℃ と
比較的低い二酸化炭素を用いているので、サイクルの高圧側が容易に超臨界状態となり、
上記超臨界での放熱による効果が得られる。また、二酸化炭素はよく知られているように
地球温暖化係数が極めて小さいため、冷媒回収の必要がなく、環境問題に対応した除湿空
調システムを得ることができる。
【００４０】
　さらに、以上示した各実施例においては、空気加熱器３２を出た後の冷媒の冷却手段と
して外気放熱器３３を設置し、放熱用外気９９によって冷却する構成としたので、冷却水
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【００４１】
　一方、冷却水系統が予め整備された工場などに本システムを導入する際は、外気放熱器
３３の代わりに水冷式の冷媒冷却器を設置して、冷却水によって冷却する構成としても良
い。この場合は、冷却水系統が必要となる代わりに、空冷式の外気放熱器３３に比べて小
さな伝熱面積で冷却することができるので、冷媒冷却器および除湿空調システムを小型化
できるという利点がある。なお、この冷却水は河川水や海水であっても良いことは明白で
ある。
【実施例２】
【００４２】
　次に、本発明の第２の実施例について、図６を用いて説明する。図６の除湿空調システ
ムは、図１とほぼ同一の構成であるが、次の点が異なる。図１の実施例では、室内から再
循環させる室内還気９４を第２冷却コイル８２によって冷却するのに対して、本実施例で
は、前記室内還気９４と外部から導入した外気９１が合流した後の処理空気を第２冷却コ
イル８２によって冷却している。
【００４３】
　本実施例では、除湿ロータ１０の処理ゾーン１１に流入する直前の処理空気を第２冷却
コイル８２によって冷却する構成とした。これにより、実施例１と比較して、温度センサ
８９によって検出されるロータ入口空気温度を、冷凍機８０の容量制御によって目標値近
傍に且つ安定に制御できる。前述のように除湿部材を保持した除湿ロータでは、除湿性能
は処理空気の入口温度によって影響を受けるため、本実施例ではこの入口温度が安定する
ことによって、ロータ出口空気すなわち給気９３の温度と湿度が目標値近傍に且つ安定に
制御できるという利点がある。これは、半導体やディスプレイなどの製造工程のように低
湿度環境が要求される用途において、生産品質の向上の観点から特に重要である。
【００４４】
　なお、本実施例におけるヒートポンプサイクル，消費電力および消費電力の年間変動は
第１の実施例と同様にそれぞれ図２，図４および図５で表され、同様の効果を得ることが
できる。また図３と同様のユニット構成とすることも可能であり、第１の実施例と同様の
効果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の一実施例に係る除湿空調システムの全体系統図。
【図２】図１の実施例におけるヒートポンプサイクルのＴ－ｈ線図。
【図３】図１の実施例におけるユニット構成を表す図。
【図４】図１の実施例における除湿空調システムの消費電力を示すグラフ。
【図５】図１の実施例における除湿空調システムの消費電力の年間変動を示すグラフ。
【図６】本発明の第２の実施例に係る除湿空調システムの全体系統図。
【符号の説明】
【００４６】
　１０…除湿ロータ、１１…処理ゾーン、１２…再生ゾーン、１３…パージゾーン、３０
…ヒートポンプ、３１…圧縮機、３２…空気加熱器、３３…外気放熱器、３４…減圧弁、
３５…空気冷却器、３７…冷媒配管、３８…ファン、７０…電気ヒータ、７９…電気ヒー
タ制御用温度センサ、８０…冷凍機、８１…第１冷却コイル、８２…第２冷却コイル、
８９…冷凍機制御用温度センサ、９１…給気用外気、９２…パージ空気、９３…給気、
９５…再生空気、９６…再循環再生空気、９７…排気、９９…放熱用外気、１０１…排熱
ユニット、１０２…除湿機ユニット、Ａ～Ｆ…Ｔ－ｈ線図上における冷媒の状態、Ｈ…飽
和線、ＱＥ…冷却能力。
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